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2011 年 3 月の東京電力福島原発事故によって食品が放射性物質で汚染された。政府は食品からの

被ばくが年間 1mSv 以下となるように、含まれる放射性セシウムの基準を定めて管理している。現

在、基準を超える食品はほとんど流通していないが、より安全な食品をもとめて産地を選択する消

費者が存在する。 

本研究では、AMP法を用いて全国の牛乳に含まれる微量の放射性セシウムを分析した。その結果、

西日本産を含むすべての商品から基準値以下の放射性セシウムを検出した。測定結果をもとに、基

準値以下の食品摂取による放射線被ばくリスクの現状と、水道水などに含まれる発がん性化学物質

によるリスクを比較し、産地で食品を選ぶことが「風評被害」なのか問題提起した。 

 

 

１． はじめに 

福島原発事故による食品放射能汚染 

2011 年 3 月、東京電力福島第一原子力発電所事故

が発生し環境や食品が放射能汚染された。当初、国

内流通品における食品の放射能レベルに関する基準

値はなく、政府は食品に含まれる放射性物質の暫定

基準値を設けて流通を規制した。およそ 1 年後の

2012 年 4 月には新基準値が設定された。それは放射

性セシウムを基準として一般食品が 100 Bq/kg、牛乳

と乳児用食品が 50 Bq/kg、飲料水が 10 Bq/kg という

もので、食品摂取からの被ばくを年 1ミリシーベルト

以下にしたものである。（１）汚染食品の流通は規制さ

れたはずが基準値を超過した流通品が発見され、た

びたび報道された。2020年度は流通品から 22件の基

準値超過が確認されている。 

調査および管理体制の不備、被ばくリスクはなる

べく避けたいという思い、メリットの伴わない被ば

くリスクへの拒否などから食品を産地で選択する

人々が一定程度存在する。2021 年度の消費者庁の食

品と放射能に関する調査によれば、原発事故から 10

年が経過してもなお、全体の 63.1％が食品の産地を

気にすると答え、その内 14％が「放射性物質の含ま

れていない食品を買いたいから」と答えている。ま

た、放射性物質に対するリスクの捉え方では「基準

値以内であっても少しでも発がんリスクが高まる可

能性があり、受け入れられない」を全体の 14.2％が

選択した。（2）一方、東日本大震災の被災地域の食品

を避ける行為は、政府から「風評被害」とも指摘さ

れ、これをなくすことが被災地の復興にとって重要

だとされている。 

放射線リスクと化学物質のリスク 

しかし、健康リスクを避ける選択をするのは、被

災地復興を妨げる不当な行為なのだろうか。 

水道水などに含まれる化学物質の発がんリスクは、

それを生涯摂取し続けたときのリスクを通常 1物質あ

たり 10 万人に 1 人のレベルに規制している。（3）それ

に対して近年、食品に含まれる人工化学物質を避け

たい消費者の要求を満たすため、有機農産物や無農

薬栽培品の取り扱い店舗が増え注目されている。価

格は割高ではあるものの、リスクを受け入れたくな
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い人が多少のコストを払ってより安全と感じられる

商品を購入する消費行動が可能な環境が整っており、

それは政府から「風評被害」などと批判されない。 

一方、食品摂取からの被ばくは 1年あたり 1ミリシ

ーベルト以下が基準とされている。ICRP（国際放射

線防護委員会）は 1シーベルトあたりの致死リスクを

約５％とし、『線量が増加すると，それに直接比例し

て放射線に起因するがん又は遺伝性影響の発生確率

は増加するという仮定に基づく』としている。（4）ま

た、年に 1ミリシーベルトずつ生涯被ばくした場合の

致死リスクを 0.4％と見積もっている。（5） 

食品からの被ばくである年 1ミリシーベルトは生涯

の間にがんで命を落とす確率が 1年で 0.005％（10万

分の５）上乗せされると推定される値である。1 年あ

たり 10万分の５の上乗せなので、生涯を 80年とする

場合は、生涯で 10 万人に対して 400 人相当のがん死

リスクの上乗せがされることとなる。化学物質のリ

スクより桁が二つ大きい。 

ここで、放射線被ばくのリスクはさまざまな放射

線核種から受けるリスクの総量であるが、日常生活

で触れる化学物質は何百・何千もあり、ひとつひと

つに対する化学物質の規制と放射線被ばくの規制を

比較するのは間違っているという主張がされること

がある。しかし、年間 1ミリシーベルトの被ばくを社

会に許容させようという考えは、人々が受ける被ば

くの「総量」でなく「追加される量」である。事故

前の状況において原子力施設から公衆が受ける被ば

く線量限度も、食品に含まれる放射性セシウムの新

基準値においても、福島原発事故によって大量発生

した放射能汚染廃棄物を取り扱うために導入された

「指定廃棄物」の 8000 Bq/kg という基準値にも（埋

設処分を行う作業者の被ばく）、いま廃炉作業中の福

島原発で注目される放射能汚染水の海洋放出の説明

にも、1 ミリシーベルト以下の被ばくなら安全という

基準で都合よく使われている。これらの被ばくリス

クが足し合わされる事実やその影響について、規制

側は市民社会へ説明をしていないし、当然、議論も

されていない。 

また、発がん性化学物質のリスク評価は「発がん」

についてだが、放射性被ばくのリスク評価は「がん

死」についてのもので、両者のリスクを並べること

はできない。統計によれば、がん死亡の背景には 2倍

以上の発がんがあり（6）、ICRPは放射線被ばくによる

「発がん」リスクは、「がん死」リスクの 2 倍として

いる。 

さらに、化学物質は使用による便益とリスクを天

秤にかけて利用が判断されるが、原発事故が起因の

被ばくは個人には直接のメリットがない。少なくと

も福島原発事故以降に生まれた子どもたちは発電の

恩恵をうけていない。にもかかわらず、特に小さな

子どもを守ろうと意識して放射線被ばくを個人的に

避ける行為が批判の対象となることは不合理である。 

調査と目的 

わたしたちは牛乳に含まれる放射性セシウムを低

濃度まで測定し、産地と汚染レベルを公開すること

で、被ばくリスクを避けたい人の選択の権利を支え

たいと考えている。牛乳を対象とした理由は、全国

で生産されて入手が容易であるのみならず、被ばく

影響を受けやすい子どもがよく飲み、ほとんど全国

の学校給食で与えられ、福島原発事故以前から関心

の高い食品だからである。また、半減期が約２年で

あるセシウム134を定量することにより、福島原発事

故由来の放射性セシウムと、事故以前の大気圏核実

験等によるセシウムの影響度合いを地域別に評価す

ることも目指している。 

昨年度の調査は、福島県以外の牛乳の放射能汚染

について予想外の事実を明らかにした。汚染を避け

るために、あえて東北産を避け北海道産の牛乳を選

択してきた人は多かったと考えられるが、北海道産

牛乳でさえ福島原発事故によって汚染されていたと

いうことが分かった（7）。同じように、被ばくを避け

るために西日本産の食品を選択してきた人も多く存

在するが、西日本産の食品は本当に放射能汚染され

ていないのだろうか？ 原爆投下の影響は残ってい

ないのだろうか？ 全国規模での汚染の比較をする

ことを目的として 2021 年度は西日本産に調査対象を
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広げた。 

福島原発事故後、文部科学省が航空機放射線モニ

タリングマップを作製公表し、日本の広い範囲で地

理的にどこに汚染がもたらされたかが大まかに可視

化された。放射能測定技術の進化とインターネット

の普及による情報拡散性の高まりの結果、広域の汚

染状況が一般に広く認識されることとなったが、日

本の放射能汚染の歴史上初めてのことではないだろ

うか。 

1986 年のチェルノブイリ原発事故後、全国各地で

研究機関による放射能検査がおこなわれ国内の汚染

状況が調査報告されたものの、地理的な汚染の濃淡

は一般市民にほとんど共有されなかったと考えられ

る。少なくとも、チェルノブイリ原発事故の時代か

ら脱原発運動に参加してきた方々に尋ねてみたとこ

ろ、当時の日本国内の地域別の放射能汚染状況につ

いては関心が薄かった。 

1945年から 1980年までおこなわれた大気圏内核実

験では人工放射性物質が上層大気に到達し、地球全

体に広がり汚染をもたらした。（8）チェルノブイリ原

発事故以前において、ストロンチウム 90 の降下量が、

局所的にみれば国内では日本海側の秋田で多く太平

洋側の 2倍あったことも報告されている。（9） 

大気圏内核実験で放出された放射性セシウムは 948 

PBq、福島原発事故によるものが 15.3 PBq と評価さ

れていること、および、核実験の時代から日本国内

で放射能汚染の濃淡があったという事実は、現在、

市民が関心をもつ食品放射能汚染についても、福島

原発事故の影響のみならず大気圏内核実験の影響も

把握しなければ、状況を十分に理解することができ

ないことを示唆している。 

なお、福島原発事故後から原子力災害対策本部が

指示している食品放射能検査の対象自治体は、汚染

状況の変化とともに減少していき、現在では新潟県、

長野県、静岡県より東側（北海道を除く）の 1 都 16

県のみである（令和 3 年 3 月 26 日時点）。（10）西日本

の測定数は少なく注目度も低いため、市民の手で汚

染を把握する必要があり、本調査の対象とした。 

 

２． 分析方法 

 測定試料は産地が特定できる市販の牛乳を各 22 kg

もちいた。2021 年度は岩手県（K）、宮城県（L）、茨

城県（M）、東京都（N）、静岡県（O）、愛媛県・高

知県（P）、宮崎県・鹿児島県（Q）、長崎県（R）、大

分県（S）、島根県（T）、石川県（U）の 11 か所の牛

乳を測定した。対象の産地を地図上にまとめた（図

１）。なお、図中の A～J は 2020 年度に測定した産地

である。 

放射性セシウム濃度の測定は、全体のうち２kg を

直接測定し、残り 20 kgを濃縮測定用とした。牛乳中

の微量の放射性セシウムを検出するために、以下の

方法で濃縮処理をおこなった。 

牛乳５kg を 80℃に加熱後、酢酸水溶液（市販の穀

物酢）350 ml を投入した。たんぱく質の酸凝固反応

によって、白色の沈殿成分と淡黄色の液体（ホエー

＝乳清）に分離される。牛乳中のセシウムはホエー

中に 9割程度存在している。（11）かるく攪拌して 15分

静置した後、不織布でろ過した。牛乳５kgの処理を 4

回繰り返して、計 20 kgを 1サンプルとした。ホエー

は牛乳 20 kgあたり 18 kg 程度得られた（酢酸水溶液

を含む）。ホエーを室温で 1 晩静置して、わずかに沈

図 1 調査した牛乳の産地 
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殿してきた白色成分をフィルターで再度ろ過して取

り除いた後、濃塩酸を加えてｐH２に調整した。その

後、牛乳 20 kg あたり 10.00 ｇのリンモリブデン酸ア

ンモニウム（AMP）を加えた。30分攪拌後、20時間

静置し、吸引ろ過（アドバンテック東洋、No.5B）で

AMP を回収した。回収した AMP は 3 日間自然乾燥

させたのち U8 容器（ねじ口 U 式容器 100mL、φ

55mm×H67mm）に移した。 

 放射能測定はゲルマニウム半導体検出器（BSI 社 

GCD70-200）を用いた。直接測定用の牛乳と、酸凝

固反応で得られた白色の沈殿成分は、それぞれ２kg

を 2 リットルマリネリ容器に充填して 20～40 時間ガ

ンマ線測定をおこなった。濃縮処理で得られたセシ

ウムを吸着したAMPはU8容器で 96時間測定した。

AMP の回収率で案分して牛乳状態での放射性セシウ

ム濃度を計算した。牛乳換算の検出限界は、直接測

定で 20～30 mBq/kg、濃縮測定で 0.4 mBq/kg 程度で

あった。 

 

３． 結果 

測定結果を表１に示す。今年度測定したK～Uのう

ち直接測定でセシウム137が検出された産地は、岩手

県（K）と宮城県（L）だった。直接測定ではすべて

の産地でセシウム134は検出されなかった。濃縮測定

では九州も含め全ての産地からセシウム137を検出し

た。もっとも汚染が高い産地は L 宮城県で 152 

mBq/kg だった。これは前年に測定した H 福島県産

135 mBq/kg よりも高かった。2 番目に汚染されてい

たのは K 岩手県産で 79 mBq/kg だった。それ以下は、

O 静岡県（16 mBq/kg）、M 茨城県（11 mBq/kg）、N

東京都（7.3 mBq/kg）、Q 宮崎県・鹿児島県（7.0 

mBq/kg）、S 大分県（5.7 mBq/kg）、T 島根県（5.4 

mBq/kg）、R 長崎県（5.2 mBq/kg）、P 愛媛県・高知

県（5.1 mBq/kg）、U 石川県（3.9 mBq/kg）という順

表 1 牛乳中の放射性セシウム濃度測定結果一覧 
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だった。セシウム 134 が検出されたのは L 宮城県

（4.4 mBq/kg）、K岩手県（2.0 mBq/kg）のみだった。 

なお、牛乳中に含まれるセシウムのおよそ 9割がホ

エーに存在することが分かっているが、今回のセシ

ウム濃縮法を用いた場合、濃縮測定結果は直接測定

よりも 1割程度低い値となる。直接、濃縮測定ともに

セシウム 137 が検出された試料で比較すると、K（岩

手県）産の直接測定結果は 83 mBq/kg に対して濃縮

測定では 79 mBq/kg、L 宮城県産の直接測定結果は

181 mBq/kgに対して濃縮測定では 152 mBq/kgであ

り、比率は 0.95 と 0.84 であった。 

 

4． 考察 

セシウム 137 の由来 

福島第一原発事故当時、セシウム 134 とセシウム

137 はおよそ 1：1 の割合で環境中に放出された。セ

シウム 137 の半減期は約 30 年、セシウム 134 の半減

期は約 2.1 年である。それぞれのセシウムの半減期と

原発事故から測定までの時間から、測定時点での福

島原発由来のセシウム比率（セシウム 134／セシウム

137）が算出できる。セシウム比率を初期で 1 とすれ

ば、おおむね 5年後（2016 年 3月）に 0.21、10年後

（2021 年 3月）に 0.046となる。 

炉内から放出されたセシウム比率はおよそ 1：1 と

知られているが、放出起源の原子炉によって比率が

異なる。(12)本調査では、環境放射線データベース※か

ら得た 2011 年 3～5 月に各地に降下した大気降下物

中のセシウム比率を初期値（事故時）として、牛乳

試料測定時点のセシウム比率（測定時）を産地ごと

に算出した。 

測定で得られたセシウム134の濃度と大気降下物に

おけるセシウム比率（測定時）から福島原発事故由

来のセシウム137の濃度を求めて、試料に含まれるセ

シウム137全体のうちの、福島原発事故由来の割合を

計算した。 

昨年度からの調査において、牛乳からセシウム 134

が検出された産地は、北海道、福島県、群馬県、栃

木県、岩手県、宮城県だった。福島原発事故直後の

大気降下物中セシウム比率（事故時）は北海道 1.05、

福島県 0.94、群馬県 1.00、栃木県 1.01、岩手県 1.00、

宮城県 1.00 だった。これに事故から測定までの年数、

および、それぞれのセシウムの半減期からセシウム

比率（測定時）を計算したところ、北海道 0.053、福

島県 0.044、群馬県 0.045、栃木県 0.045、岩手県

0.035、宮城県 0.036 となった。測定で得られたセシ

ウム134濃度を各地のセシウム比率（測定時）で割っ

て、福島原発事故由来のセシウム137濃度を得た（表

２）。 

以下に岩手県の計算例をあげる。2021 年 11 月 19

日に測定した試料の福島原発事故由来のセシウム比

率は 0.035であるはずだと計算された。実際の測定の

結果、セシウム 134は 2.0±0.1 mBq/kg検出されてい

るので、セシウム比率（測定時）に基づけば、セシ

ウム 137 は 56±3.9 mBq/kgあるはずである。これが

福島原発事故由来のセシウム137濃度である。一方、

試料中のセシウム 137 濃度の測定結果は 79±0.8 

※日本の環境放射能と放射線、環境放射能データベース  
https://www.kankyo-hoshano.go.jp/data/database/ 

表 2 セシウム 134 が検出された試料におけるセシウム 137 の福島原発事故寄与率 

各自治体の放射能測定調査の値を元に計算したが、宮城県はこの調査データがなかったため原子力発電所等周辺環境放射

線モニタリングを利用した。（四捨五入の関係で表中の計算が合わない場合がある） 
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mBq/kg だった。核実験などに起因するセシウム 137

が含まれているからである。岩手県産の牛乳に含ま

れていたセシウム 137 全体のうち 0.71±0.05 の割合

が福島原発事故由来と導かれた。 

含まれるセシウム137の由来と濃度を産地ごとに比

較した（図２）。福島原発事故の影響がほとんどみら

れないと思われる、西日本地域（P～U）の牛乳に含

まれるセシウム 137 濃度は 7mBq/kg 以下だったが、

これは核実験やチェルノブイリ原発事故由来と考え

られる。 

一方、東日本（北海道除く）H～Oにおける核実験

やチェルノブイリ原発事故由来のセシウム濃度は 7～

19mBq/kg、北海道（A～G）は 15～66 mBq/kg であ

り、北海道の汚染が高い傾向にあった。この理由を

考えたい。 

 

乳牛の飼料と放射性セシウムの移行 

乳牛のエサは粗飼料と濃厚飼料の 2種類に分けられ

る。粗飼料は牧草などの牛にとっての主食であり、

濃厚飼料はトウモロコシや米ぬかなど、たんぱく質

や脂質など栄養を多く含むものだ。2020 年度の統計

では、粗飼料は自給が多く 76％が国産であり、濃厚

飼料は 88％が輸入品である。(13)同統計によれば、地

域によって給餌バランスに傾向がみられ、北海道で

は粗飼料がより多く与えられ（粗飼料：濃厚飼料＝

52.3：47.7）北海道以外では濃厚飼料が多く与えられ

ている（粗飼料：濃厚飼料＝38.8：61.2、TDN ベー

ス※※)。輸入飼料（濃厚飼料）に日本産ほどの放射能

汚染がないと仮定すると、北海道産の牛乳は現地の

土壌の放射能汚染影響を受けやすい飼育環境にある

といえる。ただしこれは、粗飼料の汚染に地域差が

ない場合、北海道産の牛乳が他の地域の牛乳より 3割

高い汚染になる程度の違いであって、これだけでは

説明がつかない。 

飼料から乳への放射性セシウムの移行係数 F は、

C：乳の放射性セシウム濃度（Bq/kg）、Ｉ：1 日当た

りの飼料摂取量（kg）、Ｃｉ：飼料の放射性セシウム

濃度（Bq/kg）とすると、Ｆ＝Ｃ÷（Ｉ×Ｃｉ）と表

現される。福島原発事故後の国内調査では、つくば

で 4.03×10-3、那須で 1.84×10-3が報告されている。

（14）移行係数 Fは様々な要素で変動し、条件によって

最大値と最小値の幅が 2桁も異なるという報告もある。

（15）そのため牛乳の飼育条件が不明なままでは、牛

乳中の汚染と生育環境の汚染の関係を厳密につかむ

のは困難である。 

 

福島原発事故以前の牛乳汚染との比較 

2010 年以前の産地別の牛乳中セシウム濃度推移を

環境放射線データベースからグラフ化し、北海道

（Ж）、東日本（△：区別のため東京はグレー、静岡

は点線の三角）、西日本（□）で区別した（図３）。

全体を見ると、以前から西日本産の牛乳は低濃度側

に分布していることが分かる。原爆投下のされた広

島県、長崎県は高くなかった。高濃度側に位置する

産地は、1985 年以前では東京都と北海道、1986 年以

降は北海道と静岡県が確認できる。また福島原発事

故前の数年では不検出の割合が高かった（2005～

2010 年の検査数 939 件に対し検出は 107 件）。 

本調査で得られたセシウム 137 濃度は北海道産で

15～69 mBq/kg、西日本で 7～19mBq/kg であったが、

グラフで確認した長期的推移と矛盾しない結果が得

られた。 

 

※※TDS（Total Digestible Nutrients）は家畜の飼料中に含まれるエネルギーを評価する指標の一つ。飼料の栄養成分と消化
率から可消化養分を求めて評価したもの。 

図２ 牛乳中のセシウム 137 の推定起源とその濃度 
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大気圏核実験の時代からの国内汚染を考える 

核実験の時代から日本全国の広い範囲で大気降下

物の放射能測定が継続されている。データベースに

登録されているものは、1957 年に東京の測定からは

じまり、1959 年 9 月に北海道、宮城県、秋田県、大

阪府、福岡県が加わり、1963年 5月には全部で 24都

道府県に測定点が拡大された。1960 年代のデータを

確認すると、1963 年に降下量が極大を示している。

そこで、1963 年以降の連続したデータのある測定地

点のセシウム137の降下量から各地の汚染状況を検討

した。月間大気降下物におけるセシウム 137濃度の 5

年ごとの積算を求めた。第 1 区分（1963～1967 年）

～第 9 区分（2003～2007 年）までを福島原発事故前

として評価した。（図４上） 

 1963年から 2007年までの期間に日本に降下したセ

シウム 137 の量は第 1 区分が最も値が大きく、2007

年までの総量に占める割合が 74～91％に上った。セ

シウム 137 の降下量は第 1 区分から第 4 区分にかけ

て徐々に減少したが、第 5 区分（1983 年～1987 年）

で増加した。これはチェルノブイリ原発事故による

ものと考えられる。第 6 区分以降（1988 年以降）第

9 区分（～2007 年）までは、目立ったセシウムの降

下はみられなかった。 

 最もセシウム137降下量の積算値が大きかったのは

秋田県であり、最も小さかったのは和歌山県だった。

秋田県の降下量は和歌山県のおよそ 4倍にも上る。積

算の降下量が大きい順に、秋田県、福井県、石川県、

宮城県、東京都、鳥取県だった。大まかにみると、

日本海側の汚染が強く、関西地方（和歌山県、兵庫

県、岡山県）は汚染が少ない。 

第 5 区分（1983 年～1987 年：チェルノブイリ原発

事故時）のみに注目すると、セシウム137の降下量が

特に大きかったのは、福井県、愛知県、秋田県、石

川県の順だった。愛知県を除いて、この３県は大気

圏核実験時代の降下量の第 4位までに含まれる。国外

から輸送される微粒子がこれらの地域に降下しやす

い地理的な理由があると思われる。 

図３ 牛乳中のセシウム 137 濃度（2010 年まで） 

環境放射線データベースよりまとめた 

（ B q / k g ）  
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 セシウム137の半減期から、期間区分ごとのセシウ

ム濃度を減衰後（2021 年時点）に換算して積算した

のが図４下のグラフである。地理的な把握のために

同じ情報を地図にも示した（図 5）。現在、大気圏核

実験の時代から 60 年ほど経過しているが、降下量が

桁違いに多かった核実験の影響は大きく、核実験由

来のセシウム 137の量は当時の 1/4程度に減少したの

みで、この汚染が全体に占める割合が大きいことは

変わらない。また、日本海側の汚染が比較的高く、

太平洋側、特に関西地域の汚染が低い傾向にあるこ

とも同じだった。2007 年までの範囲における減衰後

の積算評価で、チェルノブイリ原発事故の影響割合

は最大で 25％（愛知県）だった。 

 なお、同様の手法で評価の範囲を 2017 年まで広げ

ると、福島原発事故以降に放射能汚染が周辺地域に

大きく上乗せされられるが、この上乗せ分は過大評

価となる恐れがある。その理由は、福島市における

大気降下物中の放射性セシウムの調査によれば、そ

のほとんどが土壌粒子に強く吸着した水に溶けにく

い状態で存在し、また、春に増大して夏に減少する

といった季節変動が大きいという理由から（図 6）、

2011 年の事故時に環境中に放出されたセシウムの再

飛散が主体と推察されているからである。（16）また、

福島原発から大気への時間当たりの放射性物質放出

図４ 各地の大気降下物に含まれるセシウム 137 の積算と減衰後濃度 

環境放射線データベースよりまとめた。検出限界が不明のため「不検出」は計算からは除外 
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量が 2011 年 3 月と 2017 年を比較して 1 億分の１に

減少しているのに対して、例えば福島市における大

気降下物は 1000～10 万分の 1 へ減少しているのみで

変化が鈍くなっていることも、再飛散を示唆する。（17） 

以上のように、福島原発事故以前の環境放射能汚

染を地域で整理したが、北海道だけが特別に汚染が

高かったのではなく、北海道産牛乳のセシウム137濃

度が高い理由は説明できなかった。また、1963 年か

ら 2007 年までの大気降下物のセシウム濃度の積算と

本調査で得られた核実験等由来の牛乳中のセシウム

137 濃度との間には関連性は見られなかった。 

 

リスクの検討 

牛乳の放射性セシウム濃度が 50 Bq/kg の環境汚染

状況のとき、食品から摂取した放射性物質によって

年間１ミリシーベルト相当の被ばくがあると仮定し

て、調査で得られた牛乳中の放射性セシウム濃度か

ら、食品からの被ばくによるがん死リスクの上乗せ

程度を確認する。 

現行の食品基準値は、食品の汚染レベルが基準値

上限で、一般食品の混入率 50％、牛乳や乳児用食品

の混入率が 100％のとき、年間 1ミリシーベルトの被

ばくとなるように設定されている。これは 10 万人あ

たりの生涯がん死リスクは400人に相当する。同じ混

入率で、汚染レベルが基準値の 1/500（牛乳なら 100 

ｍBq/kg）の時の生涯がん死リスクは 10 万人当たり

0.8 人となる。今回測定された牛乳中セシウム濃度は

4～150 mBq／kg だったが、牛乳が 150 mBq/kgの汚

染レベルのときは年間 0.003ミリシーベルトの被ばく

量に相当し、生涯のがん死リスクの上乗せは 10 万人

あたり 1.2 人となる。 

なお、平均的な食生活で食品の放射性物質から受

ける実際の放射線量を推定するために全国の流通食

品のセシウム濃度を測定して評価する「マーケット

バスケット調査」の結果は、食品からの被ばくは年

間 1 ミリシーベルトの１％程度と推定されている

（2021 年 2～3月）。（18） 

繰り返しになるが、一般に発がん性化学物質の発

がんに関する濃度規制は、１物質あたり生涯 10 万人

あたり１人である。食品からの被ばくによる生涯 10

万人あたり 1人の致死リスクを把握するためには、食

品の放射能検査は検出限界が 0.1 Bq/kg (100ｍBq/kg)

レベルの測定水準が必要である。被ばくを避けたい

市民の選択を支えるのに十分な検査数も求められる。 

一方、国内の食品放射能汚染検査結果をみると、

2014 年以降は継続して全体の 99.9％以上が 25 Bq/kg

以下であり、基準値を超過する食品はきのこ類、山

菜類、野生の肉に偏っている。（19）食品からの被ばく

を避けたい人の懸念を抑制し、被災地域の農産物の

販売量を増加させるには、栽培管理可能な食品の放

図 5 各地に降下したセシウム 137 の評価（減衰後） 

環境放射線データベースよりまとめた 

図 6 福島市の降下物中のセシウム 137 濃度の季節変動 

環境放射線データベースよりまとめた 
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射能基準値を下げることも一つの可能性ではないか

と考える。 

 

5. まとめ 

 東京電力福島原発事故で、福島県や周辺地域に深

刻な環境放射能汚染がもたらされた。それ以降、食

品摂取における放射線被ばくを避けるため、食品を

産地で選別し、西日本産や北海道産を優先して購入

する人が存在する。一方、大気圏核実験からの歴史

を振り返れば、核爆弾由来の放射性物質は地球レベ

ルで桁違いの環境放射能汚染をもたらしている。被

ばくを避ける合理的な選択のためには、福島原発事

故の影響のみならず、大気圏核実験時代の影響も総

合的に評価する必要がある。 

 わたしたちは産地の明確な日本各地の牛乳を購入

し、含まれるセシウムを AMP 法で濃縮し、ゲルマニ

ウム半導体検出器で長時間ガンマ線測定することに

よって放射性セシウム濃度を測定した。その結果、

すべての産地からセシウム137を検出した。これによ

って産地ごとの汚染の比較ができた。 

全ての測定で、食品に含まれる放射性セシウム新

基準値（50 Bq/kg）を大幅に下回る値であったが、

2021 年度に測定した宮城県産の市販の牛乳は、2020

年度に測定した福島県産の市販の牛乳よりも高濃度

に汚染されており、福島県産の商品が必ずしも最も

高く汚染されているのではないことが確認された。

北海道の牛乳は西日本産よりもセシウム濃度が高い

傾向にあった。給餌における粗飼料比が高いことが

可能性の一つに挙げられるが、説明がつかなかった。

また、西日本産の牛乳であっても低レベルの放射性

セシウムが含まれることが分かった。 

 大気圏核実験時代から継続実施されている各地の

大気降下物の測定データを利用して、福島原発事故

以前の日本の放射能汚染の地理的な傾向を分析した

ところ、日本海側の汚染が比較的高く、太平洋側、

特に関西地域の汚染が低い傾向にあった。この大気

降下物中のセシウム濃度の積算データと今回測定し

た牛乳のセシウム濃度との間に関連は見られなかっ

た。少なくとも東北・北関東以外の地域の環境放射

能の主要因は、実施から 60 年程度経過していても核

実験によるものだった。 

今回得られた測定値から計算した、福島原発事故

後から 10 年が経過した国内における食品摂取からの

がん死リスクは、汚染地域で、発がん性化学物質の

発がんリスクの管理基準と同等であった。 

個人の価値観において、何を優先し、どんなリス

ク避けるのかは尊重されるべきであり、化学物質の

リスクを避ける選択肢と同様に、放射線被ばくリス

クを避ける選択も尊重されなければならない、その

ための仕組み作りが求められる。 

福島原発事故の影響が小さかった西日本も、歴史

的にみれば必ずしも放射能汚染されていないわけで

はなく、今もなお過去の大気圏核実験の汚染が食品

に含まれてしまっていることは重い現実である。福

島原発事故によって深刻な環境放射能汚染をしてし

まった現世代の失敗は、将来世代に影響し続けるこ

とを自覚しなければならない。 

 今後は、調査対象の牛乳産地の拡充や、同一地域

や同一製品における変動や製品差を評価したい。過

去の大気降下物中のセシウム濃度が高かった地域の

調査や、北海道産の牛乳がより汚染が高い理由につ

いても検討したい。 
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